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【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（平成２６年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

No.26-3 首都圏三環状概成時を念頭においた料金施策と ITS 施策に

よる非常時を含む総合的交通マネジメント方策の実用化 
一橋大学 教授 根本敏則 

日常のみならずイベント時において道路ネットワークの効率的な利用を実現する料金施策の提

案を研究目的として，料金施策の要素を理論的に検討するとともに，それら料金施策を経済モデ

ル，利用者均衡配分モデルなどを活用して評価した． 

１．研究の背景・目的（研究開始当初の背景・動機，目標等） 

首都圏三環状ネットワークの概成が視野に入り，適切な料金設定により広域ネットワークを最大限

有効活用する方策の検討が求められている． 本研究は，モデル開発を中心とする「ITS＆TDM 研究」

と，料金施策のいくつかの要素について，単純化したモデルを用いて，その導入効果の評価を行う「料

金施策研究」を通じて，イベント時を含めたネットワーク運用を可能とする「料金施策による総合交

通運用マネジメントシステム」の施策提案を行う． 
 
２．研究内容（研究の方法・
項目等） 

検討すべき料金施策、本研究

の成果、今後の研究課題につ

いて右図に整理する。 
【料金施策研究】 
・ 課金理論の整理，料金施

策の検討，導入手法・手

順検討 
・ 首都高距離別料金によ

る社会的余剰の検証 
・ オリンピック/パラリン

ピック時を含め，混雑を

考慮した料金の評価 
・ 道路の維持更新時代に

おける大型車課金の評

価 
【ITS＆TDM 研究】 
・ 首都圏三環状ネットワーク概成を見据え，新たな料金体系のあり方について検討する基礎資料を

得るための交通工学的アプローチに基づく分析 
・ 上記分析を踏まえた，ネットワーク概成時の効率的交通管理，オリンピック/パラリンピック対応

等に資する戦略的料金シナリオの提言 
 

３．研究成果（図表・写真等を活用し分かりやすく記述） 

【料金施策研究】 
・首都高における，平成 24 年導入の距離帯別料金制，平成 28 年導入のシームレス・対距離料金が社

会的余剰を増加させることを確認． 
・現状，オリンピック/パラリンピック，人口減少時の交通量を想定し，首都高で混雑課金を実施した

場合の社会的余剰を分析した結果，交通量が多いケースでの最適混雑課金は現行対距離単価と同程

度と試算． 
・大型車重量課金の理論的意義を確認し，損傷者負担原則に基づく重量課金を試算しその導入効果を
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検証したが，同課金により損傷に強い郊外部の高速道路（圏央道）へ大型車交通が誘導され，ネッ

トワーク全体（首都高と圏央道）の維持管理費が削減されることを示した． 
 
【ITS&TDM研究】 

・利用者均衡配分モデルを用いた料金体系変更の影響分析 

首都圏三環状ネットワークの 2012年当時の料金体系（ケース 0）に対して，全社共通料率による対

距離制料金（ケース 1）およびこれを基本に都心部での割増料金（ケース 2）を導入した場合，高速

道路会社全体での料金収入は現状維持もしくは微増するとの試算結果を得た．すなわち，今後の料

金施策展開として都心部割増料金の有用性が確認できた． 

・ETC-ODマッチングデータを用いた首都圏三環状ネットワークの経路選択行動特性分析 
圏央道が選択経路として定着しているとともに，広域的な視点では利用者は合理的な経路選択を行

っているが，複数選択肢間で効用が拮抗する場合は必ずしも料金や平均的な所要時間の実績，期

待値によって説明できず，混雑状況などリアルタイムな所要時間情報により経路選択が行われ

ている可能性があることが分かった． 

以上の結果を総合して，首都圏三環状ネットワークの今後の料金体系の考え方について考察・提

言した．  
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５．今後の展望（研究成果の活用や発展性，今後の課題等） 
・本研究で検証したゾーン別・区間別の基本料金を，社会的余剰最大化に基づいて確定． 
・時間帯別料金の，オリンピック/パラリンピック開催に併せた導入の検討． 
・時間帯別料金の評価が可能な時間帯別均衡配分手法，もしくは交通シミュレーション技術の開発． 
・2020 年以降の大規模修繕等を考慮した維持更新費用を調達できる最適な料金車種間比率の確定． 
・戦略的区間閉塞の実現に必要な混雑料金の導入に関する具体的検討． 
・混雑料金決定のための，広域でのリアルタイム交通観測態勢を構築の検討． 
 

６．道路政策の質の向上への寄与（研究成果の実務への反映見込み等） 
高速道路ネットワークでの経路選択傾向の分析では，道路利用者の経路選択における混雑などの即

時的情報が与える影響が大きいことを確認し，平成 28 年 4 月実施の同一起終点同一料金の次の段階と

して，都心部の混雑課金や混雑状況に応じた動的課金への展開が重要であることを示唆した． 
 混雑外部性の内部化を通じて消費者余剰も増加させる混雑課金の効果を示すことで，混雑料金の社

会的受容性を高められることをしめした．また，オリンピック/パラリンピック時と将来人口減少時と

いった人口変動にあわせた評価を行い，将来的な料金政策への示唆を得た． 
 さらに，大型車重量課金に関する国際的な取り組みをサーベイしたうえで，同課金による圏央道へ

の誘導効果を道路の維持費用の点から分析したことで，道路構造物の寿命を伸ばすことで LCC 削減を

目指すという考え方を示した． 
 
７．ホームページ等（関連ウェブサイト等） なし 

 


